














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（17） 似たような考え方としては、欧州人権裁判所（European Court of Human Rights）
の考え方がある。すなわち、欧州人権裁判所は、親子間における面会交流（contact）に
ついて、欧州人権条約（European Convention for the Protection of Human Rights）
第８条にもとづく家族生活（family life）に関する権利の一部として認識している（See, 




のとされている（See, Kate Standley, op. cit., p.13）。
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面会交流申立て却下例の検討
である。すなわち、却下例①の事情は、父母の深刻な対立関係であり、副次的
に監護親からの申立てであったことも事情として挙げられる。また、却下例②
の事情は、却下例①と同様に、父母の深刻な対立関係であり、副次的にＸの執
拗な非難言動、つきまとい、Ａの病気が事情として挙げられる。なお、却下例
①②ともに、父母が婚姻中か離婚後かの区別は、判旨中に出てこないので、事
情には関係しないと考えられる。却下例③の事情については、ＸとＡに血縁が
ない（Ｘが法律上の親である）ことであり、副次的にＡが生物学上の父Ｂと同
居していることが事情として挙げられる。
４－２．要因
　各判例の却下判断に影響を与えた要因は、次のとおりである。すなわち、却
下例①では、第三者（機関）の介入の可能性（介入できるかどうか）であり、
却下例②においても、第三者（機関）の介入の可能性（介入できるかどうか）
が挙げられる。却下例③については、ＡにＸ＝親の認識があったかどうかが挙
げられる。
４－３．まとめ（各判例から考えられること）
（１）却下例①②について
　原則実施論の流れの中で、父母間に深刻な対立がある場合、第三者（機関）
の介入があり得るのか、また過去の第三者介入のもと交流が成功したかどうか
（成功しなかった例として、相手方が遵守事項を守らなかった、子が精神的に
不安定となったなど）が、認容・却下のポイントとして重要になると思われる。
（２）却下例③について
　却下例③は、申立者が生物学上のつながりがない法律上の父という特殊事案
である。
その点、大阪家裁も、面会交流に必要な要素（子に当事者が親であるとの認
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識があるかどうか）を挙げて却下しているので、この判例の価値は、「面会交
流とは子に親（育ての親を含む）の存在を認識させるもの」として面会交流の
側面を明らかにしたことにあるといえる。すなわち、子が幼少で親の記憶がな
ければ、面会交流を実施することで、親の存在を認識させ、子に意思能力があ
れば、面会交流を実施することで、親の存在を再認識させるということになる。
こうしたことは、いずれも、親子関係に問題がない場合にいえることであり、
親子関係に問題があれば、そもそも面会交流実施の話とはならない。その点で、
却下例③では、親としての認識および愛情・絆による結びつきを挙げているわ
けだから、それがないＸには、Ａから面会交流をしたいといわないかぎり、将
来的に面会交流の実施可能性はないといえるのではないだろうか。
